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１はじめに
従来，情報を記録し伝達する媒体は「紙」が中心であった。しかし今日で
は，情報の記録媒体あるいは伝達媒体が紙とは限らなくなっている。様々な
出版物や情報が,ＣＤＲＯＭあるいはフロッピディスクの形態で出回っている。
またオンライン通信網やテレビ放送，衛星通信を介して入手される情報もあ
り，しかもそれらは文字情報であったり写真や動画であったりする．
マルチメディア技術はそのような様々な情報を連携して扱う技術，すなわ
ち「文字，音声，映像など種々のメディアを有機的に結合して，情報媒体と
して有効に利用する技術」である（経済企画庁，1995,ｐ６)。そして，それ
は①ネットワーク，②インタラクティブ(双方向性)，③デジタルの三つの技
術によって特徴づけられる（通産省，1994,ｐ､247)。
このようにマルチメディア技術は,様々な`情報のうちいくつかをコンピュー
タや通信で，統合的に扱う技術をさす。しかも技術の発達により，統合的に
扱える情報の種類は年々増えている。
ところで複数サイトからの異なる画像，複数の音声，同時参照型共有デー
タなどを統合的に扱えるマルチメディア技術は，その訴求力の強さを考える
と，企業のマーケティング，コミュニケーションのツールとしてきわめて重
要である。
この論文では，ビジネスプラットフォームとしての利用を念頭に置きつつ，
マルチメディア技術の開発と利用の両方に関しその現状を整理したい。すな
わち本論文では，コミュニケーションツールあるいはマーケティングツール
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としてのマルチメディア技術の有効性を筆者なりにまとめた後，技術開発の
近年の動向および現状について整理し，マルチメディア技術の応用に関する
調査報告を行う。
２マルチメディアの媒体特性
２．１訴求力の強さ
従来，コンピュータのインタフェイスはビジュアル（視覚）だけだった。
しかもコンピュータネットワークで交換できるのは，しばらくは文字情報だ
けだった。すなわちビジュアルに訴える情報を遠隔地にいる人に伝える技術
はテレビによってすでに実用化され，同様に聴覚に訴える情報伝達もラジオ
や電話によって技術的には実用化されていたが，広帯域回線の整備の遅れと
デジタル技術・圧縮技術の未発達のために，コンピュータネットワークで交
換できるのはしばらくは文字情報だけだった。
文字を主体とした説明はサマリの度合が高く，少ない情報量で要点をつい
た説明が可能である。しかし人間が文字を読む速度には限界があるし，抽象
化された情報は，同一のバックグラウンド，同一のパラダイムを持つ人同士
でないと，性々にして正しく内容が伝わらない。一般に手紙や電話，ファッ
クスよりも実際に会ってフェイストウフェイスで話をする方が，より良いコ
ミュニケーションが期待できると言われるが，これは顔の表情や声の調子，
身振り手振りが情報の重要な媒体となっているからなのかもしれない。
情報の媒体として文字や言葉以外の音声，画像（たとえば相手の表情）が
重要であることについて，心理学者マレーピアンは「一方の人が他方の人に
言葉，音声，表情あるいは身振りなどを駆使して自分の真意を伝達するとき，
言葉そのものより，音声や表情がより多くの真意を含む」と分析している。
より厳密に述べると，ある人が相手の真意を判断する際に，その判断材料と
なるのは「パーパル」「パーパル以外の音声」「非音声」の情報である。そし
てマレーピアンの調査によると，判断材料の55％は「相手が頭を上下（ある
いは左右）に振った」「訴えるような目をした」「表情を曇らせた」などの非
音声情報で，パーパル，パーパル以外の音声は情報堂としてはそれぞれ７％，
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38％と非音声よりも小さい（マレーピアン，1986)。
このようなマレーピアンの研究から，パーパル情報にパーパル以外の音声
および非音声の情報を加え人間の持つ五感に訴えることによって，理解が得
られるまでの時間が短縮する，あるいは理解度が深まるということがわかる。
端的に述べると，その方が「訴求力が強い」といえる。この点について江崎・
金子（1993）は，「耳から入ってくる音の情報（オーディオ）は多分に感情を
含んでいる。心にしみ入るような音楽，説得力のある語り口などがそれであ
る。目から入ってくる情報（ビジュアル）についてはどうであろうか。映像
は短時間に，しかも明確に，ものごとを伝えるのに役立つ」（ｐ,4）と述べて
いる。
マルチメディア技術はテキスト，グラフィックス，オーディオ，ビジュア
ルを組み合わせて送信・出力することにより,個人間の理解を容易にする｡「目，
耳に同時に説明が入ってきて,より短時間にわかりやすい情報伝達が可能｣(江
崎・金子，前掲書，ｐ､３）といえる*'。
２．２双方向性
媒体としてのマルチメディアのもう一つの特徴は双方向性(インタラクティ
ブ）にある。マルチメディアの定義は冒頭で述ぺたように様々な情報を連携
して扱う技術，厳密には「文字，音声，映像など種々のメディアを有機的に
結合して，情報媒体として有効に利用する技術」である。この定義からする
と，今日のテレビ放送や映画もマルチメディアということになるが，これら
のメディアでは情報の流れが一方向的である｡つまり電話を除く従来型メディ
アのほとんどは，発信者と受信者が固定的である。たとえばテレビ放送は，
放送局が発信者，視聴者が受信者という固定的枠組みのもとで情報の送受信
が行われている。
マルチメディアにおいては双方向の受発信が可能であり，｢一人一人の生活
者がコミュニケーションの主役となることができる」（経済企画庁，1995,ｐ、
2)。たとえばマルチメディア型テレビ放送においては，生活者は送られてく
る映像を受動的に受け取るだけでなく，能動的に情報を発信したり，映像を
変化させることができる。
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３マルチメディアの基盤技術とインフラ
３．１端末
近年，パッケージ系，ネットワーク系双方において情報媒体の多様化が進
んだ｡具体的には冒頭でも述べたように様々な出版物や情報が，CD-ROMあ
るいはフロッピディスクの形態で出回り，そのコンテンツも文字だけでなく
映像・音声から構成されるようになっている。またオンライン通信網やテレ
ビ放送，衛星通信を介して入手される情報もあり，それらもやはり文字情報
であったり写真や動画であったりする｡このようにパッケージ系,ネットワー
ク系双方においてマルチメディア化が進行し，様々な情報の一元的管理への
ニーズが高まったことが，マルチメディア対応型コンピュータの普及を促し
ている。
卑見ではこのような動きは，９４年頃本格化したと考えられる。すなわちこ
の頃ＩＢＭがＰＳ／Ｖに，日本電気が98シリーズにいわゆる「オールインワン
型」と呼ばれマルチメディア対応機を投入した。それをきっかけに，パソコ
ン業界におけるマルチメディア機競争に火がついた感がある｡パーソナルユー
スのパソコンはテレビ放送を受信し，放送を録画し，ＣＤをかけて音楽を聞
き，電子ブックを再生することができるマルチメディア型が主流になりつつ
あるといえる。
また後に述べるように,高性能電子デバイスがＰＤＡやカーナピに搭載され
ることにより，マルチメディア端末のバリエーションが豊富になった。さら
に96年には，テレビにインターネット接続機能が付加されてこれがマルチメ
ディア端末化した*2.
３．２電子デバイス
前節で述ぺたような端末のマルチメディア化を技術的に可能にしたのは，
ロジック，プロセッサ，メモリといった電子デバイスの高性能化である。こ
のうちロジックについては現在，音声認識／合成用LSIで認識率の向上，グ
ラフィックス用LSIで精細な３次元画像の高速描画,圧縮画像伸長用LSIで
高速伸長が追求されている。また，複数のチップが担っている様々な機能を
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一つのチップに集約しようというLSIのシステム化（シングルチップ化）の
流れもある*3.
プロセッサについてはパワーＰＣ,SuperHといったＲＩＳＣ型ＭＰＵの高速
化が各社によって試みられている。同時に，カーナピ，ＰＤＡなど情報家電へ
の搭載も進み，マルチメディア端末のバリエーションを豊富にしている。
メモリについてはパソコン用ＤＲＡＭ,ＰＤＡおよびデジタルカメラ用フラッ
シュメモリの大容量化が進んでいる.256ＭbitＤＲＡＭの実用化(94年８月）
などメモリ系の技術開発はこれまで韓国の三星電子によるところが大きかっ
たが，今後もおそらく同社中心に進むことになろう。
３．３記録媒体
マルチメディアは動画という大壁データを扱うために，記録媒体の容量不
足が一つの課題になっていた。しかしこの問題は，ＤＶＤと新型ＭＯの､開発
によってかなり改善されたといっていいだろう。
ＤＶＤの規格をめぐっては，フィリップスやソニーを中心とする陣営と，松
下電器および東芝を中心とする陣営が長らく対立していたが，９５年12月に基
本仕様に関する合意が成立した。その合意を踏襲する現行規格（96年10月現
在）は片面容量4.7Gbyteというものである。このような大容量のＤＶＤは動
画と音声を含む重量コンテンツを保存する媒体として有望であり，ＲＯＭの
領域ではおそらく近い将来CD-ROMにとって代わるだろう｡実際,DVD-ROM、
装置も東芝，日立，三菱電機などの日本メーカが搭載パソコンを既にサンプ
ル出荷し，富士通はＦＭＶに本格投入している。
DVD-RAMについては，片面の容量を2.6GByteとすることだけは合意さ
れたものの，記録方式がメーカによって異なり，規格統一が不十分である。
しかし新聞報道では三洋電機とシャープが既に製品化を射程に入れており（日
本経済新聞1996年10月28日),｢2000年以降はＶＴＲからＤＶＤ－ＲＡＭへのシフ
トが起こる」（日本電子機械工業会，テレビ報道）という予測も出ている。
一方，ＭＯの最新型（96年10月現在）は三洋電機と日立マクセルが開発し
た容量14GByteのもので,磁気信号を従来型の鬼以下に圧縮して記録層に書
き込み，再生の際に増幅して読み取るというものである。ＭＯは現在ハード
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ディスクのバックアップ等の用途に使われているが，今後は動画の記録・再
生媒体として威力を発揮することになろう。
３．４通信回線
光通信の主要構成要素，ファイバ，伝送装置，コネクタについてはいずれ
もＮＴＴが優位性を持っている。具体的にはファイバ製造では世界の路がＮ
ＴＴ方式（ＶＡＤ法)，伝送装置およびコネクタについてはＮＴＴ仕様が国際
標準になっている。
回線網については,基幹系はＮＴＴによって既に100％光化が完了している
が,全家庭への敷設は2010年を目標としている（日本電信電話株式会社,1995,
p,13)｡しかしながら96年時点で敷設が完了している回線網はいわゆるN-ISDN
用のもので,速度は公衆回線6Ｍbps,企業向けアクセス回線1.5Ｍbpsであり，
動画像の送信を念頭に置いているとはとてもいえない。より帯域の広い回線
網については,郵政省，建設省，ＮＴＴなどが共同で基幹線2.4Gbps,アクセ
ス線155Ｍbpsの網を構築することを計画しており，この実験は96年９月より
東京・丸の内で始まっている。
ただし，これはアメリカの情報スーパーハイウェイ（ＮＩＩ）とほぼ同じ
容量であり,クリントン政権が93年に"TechnologyforAmerica,sEconomic
Growth',（２/22/1993)，“TheNationallnformationlnfrastructurC：
AgendaforAction”（９/15/1993）という二つの文書を発表して以降，広
帯域回線網の敷設を国家的事業として位置づけこれに積極的に取り組んでき
たのに比べると，かなり遅れをとっている感もある。また，クリントン政権
のゴア副大統領のように,広帯域網整備の重要性を認識し旗振役を務めるリー
ダが日本において不在であることも気になるところである。
３．５画像圧縮
前節で述べたように，郵政省やＮＴＴは光ファイバによる広帯域回線網の
整備を進めているが，これは動画像の圧縮という重要な技術的課題が数年の
うちにクリアされるという前提のもとに行っているといわれる。したがって，
これがクリアされないとマルチメディアの普及は大きく遅れることになるだ
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ろう。
現在,圧縮方式の開発と標準化は，ＩＳＯ（国際標準化機構）とＩＥＣ（国
際電気標準会議)の合同の下部組織,いわゆるＭＰＥＧ（MotionPicturelmage
CodingExpertGroup）が進めている。
最初の標準方式であるＭＰＥＧ１は1.5Ｍbpsで360×240画素の動画を毎秒
30フレーム伝送するというものであった｡これはCD-ROMに１時間の動画と
音声を保存することを想定していたともいわれる。しかし画像の質が劣るた
め，少なくともマーケティングツールとしては普及しなかった。たとえば筆
者が調査した企業にも，画像が見づらく「お客さんにあまりにも失礼」とい
う理由で,ＭＰＥＧ１によるオンライン・ショッピングを中止した企業があっ
た。
1993年にドラフト作成が終了したＭＰＥＧ２は,現行のテレビ画像あるいは
高品位テレビの画像を３～5Ｍbps，720×480画素，毎秒30フレームで伝送す
るというものである。このＭＰＥＧ２の送信画像は高画質であり，マーケティ
ングツールとして実用レベルに達していると見ていいだろう*4.
３．６ＡＴＭ交換
マルチメディア通信において｢高速性｣を確保するために不可欠なＡＴＭ技
術については，９３年末にＮＴＴが交換機の動作実験を終え，９４年３月に富士
通が伝送速度155.52ＭbpsのＡＴＭ用チップの開発に成功した。これ以降，
ＡＴＭ技術は実験・開発段階から商品化・普及段階に移ったといっていいだろ
う。細部の改良は今後も継続的に行われるだろうが，ヘッダ5Byte，データ
48Byteという現行の基本方式はしばらく保持されると思われる。
現行方式のＡＴＭを導入した企業内網で最大のものは日本航空のＷＡＮで，
この構築には日本電気が協力した｡比較的小規模のＬＡＮでも,音声や動画を
含むマルチメディア通信を想定している場合は，ＡＴＭ交換を活用するのが
現在では普通になっている。
このようなＡＴＭの普及とＷＳ/ＰＣ用高速ＯＳの実用化にともなって,大
型機の唯一の牙城といっても良かったマルチメディア型網に関しても，ダウ
ンサイジングが急速に進行している。すなわちマルチメディア型システムに
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関しても，「ＡＴＭ高速回線と６４bitＯＳの普及で，サーバ重視の新しいネッ
トワーク環境が登場」（奥出，1996）している。
４事例紹介
４．１宮士銀行*s
富士銀行は95年８月より，マルチメディア画面を通じて，資金運用や住宅
ローンの相談ができるシステム「マルチメディアパンク」を稼動させている。
画像や音声の送信にはB-ISDNが利用されている。システムの構築にはＮＴ
Ｔが協力した。設置店舗は大手町本店，吉祥寺店，八王子店でγ稼動時間は
午前８時45分から午後５時までである。
このシステムのハード構成は以下の通りである｡データサーパはＩＢＭ９０５１
と日立3100を併用し，いずれも千葉市にある同行のダイヤルセンタに設置さ
れている。端末は独自仕様で，現在４台が稼動中である。そのうち２台がI
BM9051に，残り２台が日立3100に接続されている。異なるサーバを併用し
ているのは，今回の立ち上げが将来の大規模展開に備えた「実験」として位
置づけられているからである。回線はマルチメディア対応の広帯域専用線で，
ＮＴＴとのマルチメディア共同実験として敷設された156Ｍbpsの光ファイバ
回線である。通信方式はＡＴＭ交換,圧縮方式はH261であるが，同行として
はＭＰＥＧ２の動向にも関心を持っているようである｡端末にはスピーカ,タッ
チパネル，動画用ディスプレイ，プリンタ，カードリーダが付属している。
ユーザはカードリーダにキャッシュカードを通してから操作を開始する。
インタフェイスとしてはフィンガタツチ方式を採用し，基本的にはタツチ
パネル上のメニュを選択することにより操作する。タッチパネルと動画像用
のディスプレイはそれぞれ独立している。ユーザがタッチパネルのメニュを
選択すると，その上方にあるディスプレイにアニメの少年が登場し，選択項
目に関する情報提供を行う。情報提供が映像，文字，音声などによって多角
的に行われるため，訴求力が高く，ユーザの理解度も深い。またユーザが自
分のプロフィルやその他の希望条件を入力することができる点で，このシス
テムは双方向的である。ディスプレイ上の少年は，顧客のプロフィル，入力
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した条件に応じてそれぞれ異なる説明を行う。そのため操作した際，筆者は
この端末に人工知能的な印象を受けた。
ただし端末のイメージとして「人工知能」あるいは「ハイテク」に重点を
置きたいならば登場するキャラクタは一人で良いが，「親近性」を重視するな
らばキヤクラタを複数にするなど，コンテンツに改善の余地があるかもしれ
ない。
提供されているのは商品・サービスの総合案内，首都圏店舗ネットワーク
の案内，金利・相場情報，預金・ローンに関するシミュレーション，パーソ
ナルローンの案内である。このうち預金・ローンのシミュレーションに関し
ては，預金やローンを組んだ際に，利息や毎月の支払額がどのようになるか
ということをシミュレートし，自分にとって有利な預金やローンを探すこと
が可能である。これらの情報提供に関し，より詳しい説明が必要な場合は，
ディスプレイに女性行員の笑顔が現れ，テレビ電話的な機能になる。
パーソナルローンのサブメニュには「申し込み」もある.ユーザはこれを
利用すると，窓口に行かなくても端末でローンの申し込みができる。ただし，
通常の窓口でのローン申し込みに必要な住民票，課税証明書などの年収証明，
見積書などの資金使途証明は必要である。この機能により，営業時間内すな
わち午後３時までに銀行窓口に行かなければできなかったローンの申し込み
が，３時以降やタウンパンク（無人店舗）でも行えるようなった。
現在の利用状況はローン関連33％，預金関連23％，店舗案内17％，外国為
替12％，その他15％である（富士銀行システム企画部資料，1996)。同行によ
るとローン関連がトップであるのは，低金利下でローンの借換ニーズが旺盛
であるからだという。もう一つの理由は，金利計算やシミュレーションにお
いては行員よりもむしろ同システムの方が所要時間の面で優位性を持ってい
るからだろう。
マルチメディアパンクシステムの場合，ユーザの多くは短い昼休みを利用
して訪れるサラリーマンである。ユーザ側にも，目的は必要情報を入手する
ことであって，生身の人間と話ができるかどうかは重要ではないという割り
切りがある。そういう事情から，このシステムに対して「冷たい」と思う人
はおそらく少ないだろう。むしろ，必要情報が営業時間外でも，短時間かつ
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解りやすい形で得られるため，広く歓迎されているようだ。すなわち，同シ
ステムは従来からあった「閉店時間後もサービスを受けたい，説明を受けた
い」「窓口に行かずに相麟や試算をしたい」「スピーディに情報を得たい」と
いう顧客ニーズを充足している。
また同システムにより，タウンパンクでも高度な相談・照会サービスが可
能になった。つまり無人化コーナにおいて有人と同レベルの高度なサービス
を提供できるようになった。このことを考えると，人件費の節約に対する同
システムの貢献は大変大きい。
４．２オークネット*G
東京都港区に本社を極くオークネットは，中古自動車と中古二輪車のオー
クションをマルチメディア型のネットワークで行なっている。オークション
という領域にマルチメディアを本格導入した企業は同社が初めてといってい
いだろう。同社は1984年の設立当初から業緬が急激に伸び，９１年には店頭市
場への株式公開をはたした｡会員企業数は現在約4,000社で,年間総出品台数
は約17万台である。９０年代前半すなわち91年から95年の５年間に会員企業は
65％増大し，経常利益は2.6倍に拡大した。
オークネット・オークションシステムのハード構成は以下の通りである。
アップライト地球局は同社の本社に置かれ，送信用アンテナも本社ピルの屋
上に設けられている。本社に設置されているホストおよび会員企業に配圃さ
れている端末はメーカに委託製造させたもので独自仕様である。通信衛星は
日本においては日本通信衛星のJC-SAT,アメリカにおいてはヒューズコミュ
ニケーションズのギヤラクシーⅦを使用している。オークション参加企業に
は受信用パラボラアンテナと独自仕様の衛星通信受信装置マルチピデオレシー
パ（ＭＶＲ）が設置されている。回線は参加企業から全国50カ所のアクセス
ポイントまでが公衆線，アクセスポイントから本社ホストまでが専用線であ
る。動画像圧縮方式はＭＰＥＧ２である。
同社のオークションでは，参加企業は出品料，入札参加費，落札した場合
には落札手数料を支払う。会員制度をとっているが入会金・会費等はない。
出品希望がある場合には所定の出品車カードに必要事項を記入し，同社に
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送付する。この情報は本社のホストに入力される。また各地にいる同社の検
査員が，出品予定車を事前チェックしに向かう。検査員は全国に80名配置さ
れている。
この事前検査はネットワークオークションにおいて本質的重要性を持って
いる。というのはこのようなオークションシステムの場合，売り手と買い手
が立ち会って現車をチェックするという機会がない。検査員のチェックに対
する会員企業の信頼がないと，ネットワークオークションそのものが成立し
なくなる。そのため検査はかなり厳密に行われる。検査項目も外装，内装，
機関など多岐に渡る。また同社は年に３回研修や試験を行うなど研修員のレ
ベルアップに努力している。
検査の結果はホストに入力され，文字情報データベースとなる。検査と前
後して出品車の写真撮影も行われる。撮影には特殊フィルムが使われ，現像
された影像は編集されてＭＯに入力される。Ｍ０１枚にオークション３日分
の情報がファイルされる。
オークション前日までに衛星通信で出品車の文字'情報と画像が送信される。
会員企業はＦＡＸでプリントアウトすることにより文字`情報を入手する。こ
のような衛星ＦＡＸによる一斉同報のメリットは，地上回線に比べ時間とコ
ストが格段に少なくて済むということである。送信される情報は，車名，グ
レード，型式，年式，ミッション形式，色，車検残，外装・内装の程度，走
行距離，排気量，装備，タイヤ状態，総合評価などである。また会員企業は
ディスプレイで出品車の画像を下見することしできる。
自動二輪は毎週木曜，自動車は毎週土曜・日趨・月曜にオークションが開
催される。開催日当日は人工衛星から会員である全国の中古車業者に，マル
チメディア通信によって車種・走行距離といった文字情報，車の画像，オー
クション会場の実況音声が送信される。会員企業は，端末の「オンライン」
キーを押し，オークション参加の意思表示をする。これによって端末とホス
トがオンライン接続され，応札が可能になる。
出品車の価格は車の画像上方に表示される。スタート価格からオークショ
ンが開始され，さらに高い価格でも購入したいという企業は付属機器｢ボス」
のボタンを押す。その信号はリアルオンタイムで，前述したように全国約5０
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ケ所のアクセスポイントまではＮＴＴの公衆回線で送信され，アクセスポイ
ントからオークネットのホストコンピュータまでは専用回線で送られる。ボ
スのボタンを１回押すと3,000円ずつ競り上がる。判断のための時間は2.5秒
で,ある価格においてどの業者も2.5秒競り上げないとその価格を表示した業
者に落札となる。売り手側の最低希望価格に達しなかった出品車は，成約せ
ずディスプレイから消える。－台の成約に要する時間は平均22秒である。
オークション終了後，落札したすぺての車の明細が会員業者にＦＡＸで送
られる。落札車は通常５日程度でオークネットの指定陸送業者によって運ば
れる。売り手側，買い手側双方にオークション計算書がＦＡＸで送信され，
売り手側はそれに基づいてオークネットの指定口座に入金する。入金確認後，
オークネットを介して名義変更書類の受け渡しが行われる。
成立した取引情報はホストに入力されデータベース化される。このことに
より会員企業は端末上で画面検索をして,直近のオークション結果や相場デー
タを入手できることになる。
オークネットのオークションシステムで中古車売買が活発に行われている
－つの理由はマルチメディア技術の活用であり，もう一つはネートワーク化
の利益であると考えられる。通常の中古車オークションでは実際に会場に足
を運び，相当広い会場を歩き回らなければならない。出品車に関する事前情
報も無いのが普通で，買い手側は希望する車が出品されているかどうかさえ
わからずに会場に赴くことになる。出品側もトランスポータで車を会場に運
び入れなければならず，そのコストが小さくない。双方向型のネットワーク
を利用してオークションを行うことで，このような労力とコストが削減され
る。
しかし一方で買い手側には，商品に関してなるべく詳しい情報を得たいと
いうニーズがある。換言すれば文字情報だけで，買い手側が商品の購入を決
断する可能性は小さい。文字情報のほかに画像，音声を送ることによって，
商品に関する情報が豊かになり，またオークションの臨場感が増し，取引が
成立しやすくなっている。このように，ネットワークオークションはマルチ
メディアの双方向性と強い訴求力を土台にして成立しているといえる。
さらに全国の企業をネットワーク化することによって，購入側から見て遇
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択の多様性が増大している。実際このシステムでは，従来は行われなかった
北海道と九州というような遠隔地の企業間でも取引が成立している。
卑見では３章で触れたＤＶＤの活用によって,出品車の画像を静止画から動
画に変えれば，より取引が成立しやすくなると考えられる。
４．３富±通*７
富士通は1979年，システムエンジニア各人が持っているノウハウや情報を
データベース化する情報システムＦＩＮＤをスタートさせた。しかし近年，ノ
ウハウや情報・データが紙，フロッピディスク，ビデオなどさまざまな媒体
に保存されるようになったため，情報の共有化が難しくなった。当然のこと
ながら，紙に書かれた情報をコンピュータネットワークで検索し入手するこ
とはできない。そのような様々な情報を統一的に管理し，検索できるように
するために，富士通は93年にマルチメディア型の情報システムＦＩＮＤ２をス
タートさせた。
このシステムのハード構成は以下の通りである。ホストは同社の汎用コン
ピュータＭシリーズを使っている｡端末はワープロ機ＯＡＳＹＳとパソコンＦＭＲ，
SunMicro社製のクライアント機である。
ＦＩＮＤ２は｢マルチメディア分散情報共有システム｣(富士通,1994,ｐ,427）
という定義を見ればわかるように，マルチメディア技術を活用した「知」の
共有システムである。同様のシステムは他社にも見られるが，扱っている内
容は通知・通達類がほとんどで，同社のように知識・ノウハウを共有財産化
している例は珍しい。本システムでは富士通の全社員が情報登録側にもなり
得るし，利用者側にもなり得る。
一般に富士通のような大企業の場合，営業成績をめぐる厳しい競争が社内
の部署間，チーム間で行われている。その厳しさは競合他社との競争とほと
んど変わらない。したがって何らかの工夫をしないと，社員は自分の持って
いる知識やノウハウを積極的に開示しようとは思わない。そこで同社は「情
報を多く登録した部門を表彰する」「情報に価格をつける」という二つの施策
を講じている。
具体的には，同社の従来の評価制度は「よい成絞をあげた部門／人を高く
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評価する」が基本であったが,現在はこれに｢情報をたくさん登録した部門／
人を高く評価する」という要素が加わっている。この変更の背後には，自分
の抱えているノウハウや知職をたくさん公開することで富士通全体の知的生
産性の向上に貢献した部門／人を高く評価しようという意図がある。このよ
うな目に見えないような貢献は従来の制度では適切に評価されなかった。表
彰は，衛星放送による社内テレビで行われる。
情報登録者はＳＧＭＬエディタかOASYSでコンテンツを作成する｡ただし
OASYSで作成した場合も，データはＳＧＭＬ形式に自動変換される。コンテ
ンツ作成後，タイトル，部署名，概要，所属長の推薦文などを記した登録票
力iつくられる。これには「この情報はこういう方におすすめ」「こういうケー
スに使うと良い」という助言や宣伝文句も含まれる。またコンテンツの重要
度，有用度などを総合的に評価して「価格」がつけられる。もちろん登録さ
れる情報には，通知・通達類など無料のものも少なからずある。情報に価格
をつけることで，各部門の情報の「売上」が算出できるようになった。また
それによってよく使われる情報，言い換えれば有用な情報をたくさん提供し
ている部門はどこかということが客観的に測れるようになった。
登録情報は，システム開発の設計書や仕様書，各種プレゼンテーション用
原稿・ＯＨＰ原稿，製品の障害情報，バージョンアップ情報，重役の講話な
ど多岐に渡る。
利用者は木構造の検索メニュによって，情報を検索する。基本的に情報の
公開レベルには「社内」「ＳＥ会社まで」「ディーラまで」「顧客まで」の４つ
があり，検索レベルでこれを制御している。すなわち誰にでも同じ「二次情
報一覧」が提示されるわけではなく，利用者に提供できる範囲で「一覧」が
表示されるようになっている。
利用端末すなわちハードによって送信してもらえる情報に違いがあるのは
効率的でない｡そのため，ＦＪＷＡＮとパソコン網の間でバイナリ形式ファイ
ルの送受信が可能なようにしてある。
利用者は文字情報を引き出すのとほとんど同じ要領で，表・図形・動画・
写真・音声などの情報を入手することができる｡またシステムがマルチメディ
ア対応となったことで，貴重ではあるが共通データベースに保存することが
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困難であったような情報が，社内全体で共有されるようになった。
従来のＦＩＮＤにおいては，メディアの中心は紙だった。情報センタは利用
者から－次情報を要求されると，オリジナル原稿をコピーしそれを送付する
必要があった。このようなやり方は提供側にとっても煩雑であるし，利用者
から見ても情報要求と情報入手の間に時間的ズレがあるという短所がある。
また紙形式の情報は編集などの加工が難しい（白石，1996)。
ＦＩＮＤ２では情報がタイムリに入手できるようになり，またディスプレイへ
の出力，紙，フロッピディスクと様々な形で情報を入手できるようになった。
そのため入手した情報の再利用は従来よりも容易になった。これにより，顧
客からシステム構築などの依頼があった際に，過去に行われた類似プロジェ
クトで顧客に喜ばれた部分，逆に失敗した点などを検索することが可能にな
り，より良い企画案が作成できるようになった。また顧客からよく受ける質
問とそれに対する回答をデータベース化することにより,問い合わせにスムー
ズに答えられるようになった。
ＦＩＮＤ２では情報に価格がつけられているので,最終的に商品の売買と同様，
利用料金の伝票処理が行われる。また各部門は登録した情報の提供実績を確
認できる。前述したように，知の共有化を促進する観点で同社が各部・各人
の評価基準に，情報の提供実繍を加えたことは意義深い。
５結びに代えて
この論文では，マルチメディア技術の現状とピジネスツールとしての有効
性を筆者なりに整理し，企業における活用事例を紹介した。
情報論の研究者のなかには,マルチメディアを「100年に一度の大変革をも
たらす技術」と評価する者(松下,1994,ｐ､316)もいるし,実際マルチメディ
アはそのような評価に値する画期的技術といっていいだろう。この論文で取
り上げた３社のように，ピジネスツールとして菰極的に利用する企業も既に
現れている。
しかしそのようなビジネスツールとしての利用に比べて,一般家庭でのパー
ソナルユースは遅々として進んでいない。理由はいろいろあろうが，そのな
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かで最大と思われるのは広帯域回線の整備が進んでいないということである。
敢えて誤解を恐れずにいうならば，マルチメディア型コンピュータの普及に
比べ，その整備の遅さは異常な程である。卑近な例をあげると，家庭でイン
ターネット上のモールにダイヤルアップで接続した際，ホームページがすべ
て表示されるまでに場合によっては数分を要する*8.このような状況では,富
士銀行のマルチメディアパンクやオークネットのネットワークオークション
のようなシステムが企業の枠を越えて拡大され，一般家庭でホームバンキン
グやホームトレードが行われるようになるとは考えにくい*9｡また富士通のよ
うなマルチメディア型のデータベースサービスが一般家庭向けに行われる可
能性も小さい。
広帯域網が整備され送信速度が改善されれば，おそらくマルチメディアも
家庭で日常的に利用されるようになり，ビジネスツールとしてさらに重要な
意味を持つことになろう。画像圧縮など進歩が待たれる技術はたくさんある
が，マルチメディア普及の最大のカギは広帯域回線の整備が握っているので
はないか。
注
＊１テレビ電話やテレビ会議システムが意思疎通および合意形成のツールとして有効
なのは，まさにこのWii求力の強さによる。すなわち「目はロほどに物を言い」とい
う言葉があるように，話している人の視線が一致することで，相手の言いたいこと
がより容易に理解できるようになる（松下，1994,ｐ､317)。
＊２いわゆる「インターネットテレビ」については，「国内約1,000万台のテレビ市場
で１割にあたる100万台の商品に育つ」（三洋電機)，あるいは「2000年時点で，世界
に出荷されるインターネット接続が可能な端末のうち21.7％を占めるようになる｣(米
国IDC）といった試算がある（いずれもテレビ報道)。
＊３このようなLSIのシステム化には，専門LSI技術の麟合が必要なため，いくつか
の提携関係が成立している。代表的なものにはモトローラと三菱電機，テキサスイ
ンスツルメンツと日本電気の提榔がある。一方，東芝はいち早く，画像圧縮／伸長，
２次元／３次元ＣＧ,テレビ慰賭／会議などの機能を凝縮したMpactというチップ
を発表している。
＊４ＭＰＥＧ２は当初は現行テレビの画像を通循,蓄積で利用するための圧縮技術を想
定していたが,開発の途中で高品位テレビの画像圧縮を想定したＭＰＥＧ３を取り込
んだ｡そのため次の標準化目標は,超低速ピットレートヘの圧縮技術ＭＰＥＧ４となっ
ている。
-１０４－
マルチメディア技術と企業経営（白石）
＊５見学にご協力頂いた富士銀行広報部，マルチメディア業務部にこの場を借りて心
より感謝申し上げます。また多くの資料をご提供いただきました同行システム企画
部調査役・加藤朝史氏に厚く御礼申し上げます。
＊６翻査にご協力いただいた株式会社オークネット総務部総務課長・漆山正典氏，同
社業務部業務課主事・土屋貴幸氏に厚く謝意を表します。
＊７見学および綱査に多大なご協力をいただいた富士通システム技術統括部の門木久
夫氏に，この場を借りて心よりの謝意を表します。
＊８リンクをクリックして興味のある商品に出会うまでに，場合によっては１時間も
２時間も過ぎてしまう。しかもその時間のほとんどは，商品の写真や説明を見てい
る時間ではなく，ページが徐々に表示されていくのをぼんやりと眺めている時間で
ある。
＊９証券のホームトレードシステムがある程度普及しているのは，提供する情報が文
字情報中心で，回線の速度がボトルネックにならないためと考えられる。
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